　
様式第9号（第20条関係）

平成△△年△△月△△日

公益財団法人　東京都中小企業振興公社
理　　事　　長　　　殿


法人名  ○○○○株式会社
代表者名（氏名）公社　太郎　　　　　　　 印
住所　東京都○○区○○町○‐○‐○
受　付　番　号　２７創業○○○○○
　　平成２７年度第２回創業助成事業企業化状況報告書
（△△年度実績）

助成事業に関する企業化状況等について、下記のとおり報告いたします。

記


 １．助成年度　　　　　　　　平成××年度
２．助成事業概要　　〔　　　　　　　　○○を活用する○○ビジネス　　　　　　　　〕

３．企業化状況表　・・・・・・　別紙１のとおり


４．助成対象資産表　・・・・・　別紙２のとおり

５．実態把握調査表　・・・・・　別紙３のとおり

６．その他添付資料

①
直近の決算書の写し
法人…確定申告書別表１・別表４・決算報告書

個人…青色申告決算書または全ての事業の収支内訳書

②
産業財産権の譲渡及び実施権の設定があった場合は契約書等の写し


（注）
この報告書等は、助成金を受けた年度の翌年度の実績から５年間必ず提出してください。

様式第９号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙１

企業化状況表（平成○○年○○月○○日～平成△△年○○月○○日）

	助成年度
	事業区分
	助成対象経費
	助成金交付額

	平成××
年度
	「創業助成事業」
	（B）※
５，６１０，０００
円
	（C）※
３，０００，０００
円

	助成事業期間
	平成２８年　２月から

平成××年××月まで


※５ページに記載の基準納付額の計算に使用します。以下の(A)～(D)についても同様
標記助成事業の完了年度から、〔　○年〕を経過しましたので、助成事業に係る、平成○○年○○月○○日～平成△△年○○月○○日の実績について下記のとおり報告します。
記

1 平成△△年度の販売実績

· ありの場合

	商品（サービス）名
	単価
	数量
	金額

	○○商品
	１，０００円
	３０００箱
	３，０００，０００円


※複数の単価がある場合の単価は平均値

· なしの場合

	（販売実績がない場合は、その理由を記入してください。）




2 助成事業に係る産業財産権を出願・取得された方のみ、産業財産権についてお答えください。

1 件　　名　　　　　　　　　　　　　　○○商品の製造方法　　　　　　　　　　
2 種類及び番号　　　　　　　　　　　　特許○○○○○○○○　　　　　　　　　

3 出願または取得年月日　　　平成○○年　○月　○日　　出願　・　取得

4 譲渡及び実施権の設定　　　　　　あり　・　なし

「あり」の場合は下表に記入してください。

	相　手　先
	条　　　件
	価　　　格

	△△△株式会社
	○○商品の製造情報を譲渡する。
	１，０００，０００円


· 契約書等の写しを添付してください。

３　その他当該助成事業の実施結果の他への供与

　　　助成事業者が当該助成事業の実施結果の企業化、産業財産権の譲渡又は実施権の設定以外の当該助成事業の実施結果の他への供与による収益が生じた場合は、下表に記入してください。

	相　手　先
	条　　　件
	価　　　格

	△△△株式会社
	１年間、○○商品の製造販売を認める。
	　６００，０００円


※　契約書等の写しを添付してください。

４　助成事業に係る商品（サービス）の売上高及び売上原価
注1
記入の際は決算書の数値を引用してください。
注2
複数年にわたる継続助成事業を行った方はその合計額を助成事業年度欄に記入してください。

（単位：円）

	年　　度
	売上高
	売上原価

	販売費及び
一般管理費
	営業利益

	助成事業終了後

1年目
	
2,000,000円
	800,000円
	600,000円
	600,000円

	2年目
	5,000,000円
	2,000,000円
	1,200,000円
	1,800,000円

	3年目
	6,000,000円
	2,400,000円
	1,200,000円
	2,400,000円

	4年目
	10,000,000円
	4,000,000円
	2,000,000円
	4,000,000円

	5年目
	9,000,000円
	3,600,000円
	2,200,000円
	3,200,000円

	合計
	32,000,000円
	(D1)

12,800,000円
	(D2)
7,200,000円
	(A)
12,000,000円




5　基準納付額

①助成事業により収益が生じた場合、その一部を納付していただくこととなっています。下記算式によって算出された基準納付額が納付していただく額です。
	基準納付額　＝（営業利益－控除額）　×　（助成額／支出額）

· 営業利益　＝（売上高）－（売上原価）－（販売費及び一般管理費）
※(５ヵ年分の合計額)
· 控除額　　　＝助成対象経費
· 助成額　　　＝助成金交付額
· 支出額　　　＝（売上原価）＋（販売費及び一般管理費）
※（５ヵ年分の合計額）


＝基準納付額を算出するために以下の算式に当てはめて計算を行ってください。
基準納付額の計算

	
営業利益(A)　　　　　　　　　　控除額(B) 
（　１１，５００，０００　円　－　　　５，６１０，０００　円）
助成金交付額(C) 　　　　　　　支出額(D1)＋(D2)
×　　３，０００，０００　円　÷　　２０，５００，０００　円
納付額(E)
＝　　　８６１，０００　　円（千円未満切捨て）




②産業財産権の処分等により収益が生じた場合、その一部を納付していただくこととなっています。下記算式によって算出された基準納付額が納付していただく額です。

	基準納付額　＝（財産処分により得た収入－控除額）　×　（助成額／支出額）

· 当該財産処分したことにより得た収入
ただし、目的外使用する場合は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に基づき定率法で減価償却した場合の減価償却後の価額をもって、処分により得た収入とみなします。
· 控除額　　　＝助成対象経費
· 助成額　　　＝助成金交付額
· 支出額　　　＝（売上原価）＋（販売費及び一般管理費）
※（５ヵ年分の合計額）


＝基準納付額を算出するために以下の算式に当てはめて計算を行ってください。

基準納付額の計算

	
財産処分により得た収入（※）　　　　　控除額(B) 
（　　　　　６０，０００　円　－　　　５，６１０，０００　円）
助成金交付額(C) 　　　　　　　支出額(D1)＋(D2)
×　　３，０００，０００　円　÷　　２０，５００，０００　円
納付額(E)
＝　　　　　　　　　　０　円（千円未満切捨て）


※財産処分により得た収入は、様式第８号の財産処分承認申請書に記載の収入より算出します。
履歴事項全部証明書に記載されている法人名及び本店所在地等を記入してください。


所在地を記入してください。





交付決定通知書に記載された受付番号を記入してください。





平成29年2月１５日事業完了、助成事業者の場合１年目にこの様式を提出する際にはこの欄は29年度実績となります。








助成金が交付決定された年度を記入してください。





交付決定通知書に記載された


助成事業概要を記入してください。











平成29年2月１５日事業完了、助成事業者の決算期が3月の場合、助成金を受けた年度の翌年度は平成30年3月となるので１年目にこの様式を提出の際には平成２９年４月から平成３０年３月の決算書を提出してください。





報告する事業期間を


記入してください。





助成金が交付決定された年度を記入してください。


記入してください。





助成金確定通知書に記載された助成対象経費（確定）の合計額、助成金交付額の合計額をそれぞれ記入してください。





交付決定通知書に記載された助成対象経費の算定期間を記入してください。





販売実績について、商品（サービス）名、


単価、数量、金額を具体的に記入して


ください。


取扱商品（サービス）が複数ある場合は、


表を増やして記入してください。





平成29年2月１５日に事業が完了し、助成事業者の決算期が3月の場合、助成事業完了後1年目は平成30年3月となるので欄には平成２９年４月から平成３０年３月の決算書の内容を記入してください。





決算書に記載された売上高、売上原価、


販売費及び一般管理費、営業利益を


それぞれ記入してください。





企業化状況報告書の各ページに記載された営業利益（Ａ）、控除額（Ｂ）、助成金交付額（Ｃ）、支出額（Ｄ１）＋（Ｄ２）を記入してください。


記入後、納付額（Ｅ）を算出してください。


（納付額（Ｅ）がマイナスの場合、０と記入してください）


５年間提出していただく企業化状況報告書の１年目から４年目の間は基準納付額の計算は空欄で構いません。





企業化状況報告書の各ページに記載された控除額（Ｂ）、助成金交付額（Ｃ）、支出額（Ｄ１）+（Ｄ２）、を記入してください。


記入後、納付額（Ｅ）を算出してください。


（納付額（Ｅ）がマイナスの場合、０と記入してください）









